
労働安全衛生、従業員の健康

日立グループ グローバル安全統計（発生率*2）

*2 従業員（直接雇用者）1,000人当たりの死傷災害（死亡・休業1日以上）の発生率

 基本方針と推進体制

日立は、「安全と健康を守ることは全てに優先する」ことを基本理

念とする「日立グループ安全衛生ポリシー」を世界の全グループ会

社と共有し、グループ一丸となって災害のない安全・安心で健康な

職場づくりに努めています。

日立製作所は2019年4月、経営層の直接的な関与のもとで従業員

が自発的に安全活動を推進する組織への転換をめざして、安全マネ

ジメントにおける社長直轄の戦略責任部署として「安全マネジメント

推進本部」を設立しました。同本部では毎年、グループ各社の安全衛

生担当役員と各部門の責任者が出席する「安全戦略会議」を開催し、

全社の安全戦略に関わる予算・目標を策定するとともに、日立グルー

プの労働安全衛生マネジメントシステムの構築状況をレビューし、経

営層自らが安全最優先のコミットメントを共有する場となっています。

また、各ビジネスユニットやグループ会社の安全担当部課長が出

席する「安全戦略推進会議」を毎月開催し、各部門の安全活動や教

育の推進体制、グループ統一の基準制定について検討しています。

2012年には、日本国内のグループ会社共通の労働安全衛生管理

の基盤システムとして、「日立グループ安全衛生ポータルシステム」

を構築し、労働安全衛生管理状況をグループ会社が共有できる環境

整備を行いました。日本国内で発生した労働災害のレベルに応じ、要

因の分析結果や対策事例をシステムに登録し、ナレッジベースとして

グループ全体で共有し、そこで得たノウハウをグローバルで活用し

ています。当該システムに集約した災害に関する詳細な情報を多角

的に分析することで、類似災害の発生防止に役立てています。

 労働災害防止への取り組み

日立は、前掲のポリシーのもと、グループ全体の約30万人の従業員

の労働災害を未然に防止するため、グローバル共通施策として、労働災

害の発生リスクの高い製造拠点を対象に日立グループ独自の基準を設

定・運用し、各社がそれぞれの業務に適した形での安全衛生活動を推進

しています。特に、2019年4月の「安全マネジメント推進本部」設立以降

は、リスクアセスメント体制の確認・改善や、IT・デジタル技術を災害予防

にも活用し、ソフト・ハード両面での安全対策の向上に取り組んでいます。

これまでも、重大な労働災害が発生したグループ会社や事業所を対

安全・安心な職場づくり
グローバルに事業を展開する企業グループとして、従業員が安全かつ健康的に働ける衛生的な職場環境を構築することは、どの

事業現場においても実現すべき経営課題です。日立は安全最優先の組織文化が、企業価値創造の重要な基盤であると位置付けて

おり、グローバルな労働安全衛生体制の整備を推進しています。

象に、当該組織における安全対策の改善や活動強化を促進するために

「日立グループ重点安全管理指定制度」を整備しています。対象となっ

た組織は、各所の経営トップをリーダーとして、トップダウン、ボトムアッ

プの両面から具体的な計画を策定し、計画の推進状況を安全担当役

員がモニタリングしながら着実な再発防止に取り組んできました。

また、特に作業や環境に不慣れな労働者は罹災リスクが高いこと

から、従業員や派遣労働者を雇い入れる場合には、作業前に作業手

順や危険性などの理解のため安全衛生教育やOJTにおいて個別指

導を行い災害防止に努めています。同様に、事業再編の機会には、合

併する相互の組織における労働安全衛生の管理体制や取り組み内容

を事前に共有し、相互の安全文化を尊重しながら、継続的に安全性を

確保した上でのスムーズな事業の立ち上げを実施しています。

日本国内では、拠点ごとに事業主、労働組合、従業員が参画し、安全

衛生委員会を毎月1回開催し、労働災害の要因分析や対策、疾病休務者

の状況を踏まえた安全衛生活動の審議および情報共有を行っています。

これらの取り組みにより、2018年は全世界で労働災害による死亡事

故ゼロを達成しましたが、災害の撲滅には至っていません。現状を真摯

に受け止め、社外コンサルタントも活用した第三者による客観的な視点

も交え、事故原因の究明のための能力向上やリスクアセスメントの見直

しなど、安全マネジメントシステムの継続的な改善に取り組んでいます。

地域 2016年 2017年 2018年

北米 27.65 24.33 27.96

中南米 2.33 1.62 0.44

ヨーロッパ 10.70 10.82 6.08

インド 2.07 1.44 1.44

中国 1.59 1.53 1.46

アジア（インド、中国除く） 5.43 4.41 3.34

オセアニア 39.07 24.41 21.94

アフリカ 17.26 9.93 11.76

海外計 7.76 7.42 7.43

日本 1.57 1.85 1.64

グローバル計 3.95 4.22 4.20
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持続的成長を支える経営基盤




